











経営志林 第47巻 1 号 2010年 4 月  29 
〔論 文〕 
フランス連結会計基準の国際的調和 (19) 
― 2005年の国際会計基準 / 国際財務報告基準 (IAS / IFRS) への移行の影響 ― 





( 1 ) 連結範囲の決定基準 
( 2 ) 作成免除 (連結免除) 
( 3 ) 連結禁止・連結放棄 
(以上第35巻第 4 号) 
( 4 ) 連結範囲に関する事例 
( 5 ) 1998年12月のプラン・コンタブル連結会
計規定の改正 
( 6 ) 連結会計の基本原則 
(以上第36巻第 2 号) 
( 7 ) 個別計算書類の再処理 





(以上第36巻第 3 号) 
③ 繰延税金の会計処理から生ずる再処理 
(以上第37巻 2 号, 第 3 号,第 4 号) 
( 9 ) 個別計算書類の選択的再処理 
① 商法典およびプラン・コンタブル 
(PCG) により認められたオプション 
(以上第38巻第 1 号) 
② D248-8条オプション 
(以上第39巻第 2 号) 
③  6 条オプション 
(以上第39巻第 3 号) 
(10) 外貨換算会計 
(以上第39巻第 4 号, 第40巻第 1 号) 
(11) リース会計 
(以上第40巻第 4 号) 
(12) 連結計算書類の作成基準 
① 資本連結 
1 ) 1968年国家会計審議会 (CNC) 勧
告書における資本連結の特徴 
2 ) 1968年国家会計審議会 (CNC) 勧
告書の適用例 
(以上第43巻第 1 号) 
3 ) 1968年国家会計審議会 (CNC) 勧
告書の資本連結の問題点 
4 ) 1978年国家会計審議会 (CNC) 報
告書案および1982年プラン・コンタ
ブル・ジェネラルの連結会計規定 
(以上第44巻第 3 号) 
5 ) 1970・80年代におけるフランス多
国籍企業グループの資本連結処理 
(以上第45巻第 1 号) 
6 ) 第一回連結差額の処理と無形資
産の計上問題 
(以上第45巻第 2 号) 
7 ) 1990年代におけるフランス多国
籍企業グループの無形資産計上 
(以上第45巻第 4 号) 
8 ) 1999年新連結会計規則における
資本連結 
(以上第46巻第 2 号) 
9 ) 2005年度における国際財務報告
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9 ) 2005年度における国際財務報告基準 
(IFRS) への移行とその影響 
ａ. 主要フランス企業の持分 (純資産) におけ
る IFRS移行の影響とその主要要因 





(会計規制委員会 (CRC) 規則第99-02号) に改正さ
れた｡ また, 基本的会計原則である1982年プラ





さらに, 欧州連合 (EU) の 2002年 7 月19日付
EC レギュレーション第1606/2002号に従い, フ
ランス上場企業は, 2005年 1 月 1 日以後に開始
する年度の連結決算から, EUの採択した ｢国際
会計基準 / 国際財務報告基準｣ (IAS / IFRS) (以下





算から IFRS へ移行した｡ 
当該移行に際して, フランス証券市場規制局 
(AMF) の勧告に従って, 上場企業は, 2004年度
連結決算につき IFRS ベースの比較情報を提供




まず, フランス上場企業の持分 (純資産) に
おける国際財務報告基準 (IFRS) 移行の影響を
分析する｡ ここで取り上げるフランス上場企業




本稿では, CAC40の40社から金融・保険 6 社 
(AXA, BNP Paribas, Crédit Agricole, Dexia, Société 
Générale, Unibail-Rodamco), 外国企業 3 社 (EADS, 
STMicroelectronics, Arcelor Mittal), および新設企業
スエズ E (Suez Environnement) を除いた30社を取
り上げる(1)｡ 
第 1 図表は, これら30社について, 2004年度




持分 (純資産) 総額は283,485百万€ (平均9,450百
万€) である｡ 当該持分総額は, IFRSベースでの
再計算により275,112百万€ (平均9,171百万€) と
なった｡ 従って, 仏主要30企業全体で, IFRS へ
の移行は2004年度末仏基準ベースの連結持分総
額を8,373百万€だけ減少させたことになる｡ 持












百万€ (平均2,310百万€), 減少した企業は12社で, 
当該企業における資産減少総額は12,929百万€ 
(平均1,077百万€) あった｡ 全体としては 6 対 4 の
割合で, 資産増加企業数の方が減少した企業数
より多い｡ 
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第 1 図表 資産・負債・持分 (純資産) における IFRS移行の影響 (2004年度末連結ベース) (単位 : 百万€) 
企業グループ 仏基準持分 資産増減額 負債増減額 持分増減額 IFRS 持分 増減率 (%) 
1. EDF 18,460 1,156 10,281 (9,125) 9,335 -49.4 
2. アルカテル L 3,744 1,592 43 1,549 5,293 +41.4 
3. ミシュラン 4,677 (94) 1,037 (1,131) 3,546 -24.2 
4. ぺルノ・リカール 3,135 (176) 394 (570) 2,565 -18.2 
5. アルストム 1,256 1,414 1,204 210 1,466 +16.7 
6. アコー 3,833 (157) 478 (635) 3,198 -16.6 
7. S アバンティス 35,949 8,652 3,078 5,574 41,523 +15.5 
8. ダノン 5,294 2,878 3,666 (788) 4,506 -14.9 
9. ロレアル 10,564 2,206 945 1,261 11,825 +11.9 
10. ベオリア E 5,618 (439) 231 (670) 4,948 -11.9 
11. ラファルジュ 11,072 (272) 899 (1,171) 9,901 -10.6 
12. F テレコム 19,733 2,368 4,418 (2,050) 17,683 -10.4 
13. ビベンディ U 16,580 (249) (1,761) 1,512 18,092 +9.1 
14. バロウレック 1,209 152 48 104 1,313 +8.6 
15. サン･ゴバン 11,806 (462) 434 (896) 10,910 -7.6 
16. エール・リキッド 5,715 800 1,215 (415) 5,300 -7.3 
17. カップ・ジェミニ 3,002 806 1,020 (214) 2,788 -7.1 
18. ラガルデール 3,131 (710) (524) (186) 2,945 -5.9 
19. LVMH 9,175 5,020 5,520 (500) 8,675 -5.4 
20. カルフール 8,329 3,307 3,646 (339) 7,990 -4.1 
21. ルノー 16,444 833 1,413 (580) 15,864 -3.5 
22. バンシイ 3,744 (570) (441) (129) 3,615 -3.4 
23. テクニップ 1,799 (6,356) (6,418) 62 1,861 +3.4 
24. シュネデール E 7,644 251 427 (176) 7,468 -2.3 
25. プジョーC 12,551 5,292 5,017 275 12,826 +2.2 
26. ブイグ 5,087 (917) (808) (109) 4,978 -2.1 
27. PPR 7,865 2,226 2,072 154 8,019 +2.0 
28. GDF スエズ 12,693 (2,527) (2,750) 223 12,916 +1.8 
29. トタル 32,036 2,606 2,224 382 32,418 +1.2 
30. エシロール INT 1,340 19 14 5 1,345 +0.4 
合  計 283,485 28,649 37,022 (8,373) 275,112 - 
平  均 9,450 955 1,234 (279) 9,171 -2.95% 
・増減率 = 持分増減額÷仏基準持分×100％, ( ) の数値はマイナスの金額 (減少額) を表す｡ 
・EDF; フランス電力, アルカテル L; アルカテル・ルーセント, S アバンティス; サノフィ･アバンティス, ベ
オリア E; ベオリア・アンビロヌマン, F テレコム; フランス・テレコム, LVMH; ルイビトン・モエテネ
シー, プジョーC; ブジョー・シトロエン 
・ラガルデールは EADS を除外した数値｡ GDF スエズは合併前のスエズのデータ｡ プジョー・シトロエン
は2003年度末の数値 (IFRS 移行は04年度)｡ ぺルノ・リカールは05年 6 月30日の数値 (決算日は 6/30 で, 
IFRS 移行は06/06/30決算から), アルストムは2005年 3 月31日決算日の数値｡ 
(各企業の年次報告書または AMF 提出書類 (document de référence)) に基づいて筆者作成) 
 
持分変動の最も大きな企業はフランス電力 
(EDF) である｡ 当該企業の場合, 仏基準ベース
の持分が半減する結果 (-49.4％) となった｡ 続
いて, アルカテル・ルーセント +41.4％, ミシュ
ラン -24.2％, ぺルノ・リカール -18.2％, アル
ストム +16.7％, アコー -16.6％, サノフィ・ア
バンティス +15.5％, ダノン -14.9％, ロレアル 
+11.9％, ベオリア・アンビロヌマン -11.9％, ラ














加2,072百万€), GDF スエズ (資産の減少2,527百万
€・負債の減少2,750百万€), トタル (資産の増加




したものが第 2 図表と第 3 図表である｡ 持分の
減少企業18社の平均減少率は  -13.5％である 
(持分減少額合計 -19,684百万€÷減少企業の持分額合
計158,216百万€×100％)｡ 
持分  (純資産 ) を最も減少させた企業は ,  
-49.4％のフランス電力 (EDF) である(2)｡ 次に
大きな影響を受けたのは持分の約  4 分の  1  
(-24.2％) を減らしたミシュランである｡ 
 
 第 2 図表 持分減少企業と主要変動要因 (金額 : 百万€) 
減少企業18社 減少率 (%) 減少額 持分変動の主要要因 (百万€) 
1 EDF -49.4  (9,125)  
未認識退職給付債務の認識 (11,653), IFRS 移行修正
の税効果3,437, 接続料 (2,099)  
2 ミシュラン -24.2  (1,131)  未認識退職給付債務の認識 (1,426), 移行修正の税効果447, 減損 (99)  
3 ぺルノ・リカール -18.2  (570)  企業結合のブランドに係る税効果の認識 (380), 自己株式に係る処理 (189), 転換社債の処理24 
4 アコー -16.6  (635)  リース料処理の修正  (284), 減価償却方法の修正 
(146), 移行修正の税効果 (140)  
5 ダノン -14.9  (788)  ブランドに係る税効果の認識 (315), のれん償却の消去75, 未認識退職給付債務 (58)  
6 ベオリア E -11.9  (670)  固定資産の処理 (2,886)  
7 ラファルジュ -10.6  (1,171)  未認識退職給付債務 (766)  
8 フランス・テレコム -10.4  (2,050)  詳細不明 
9 サン・ゴバン -7.6  (896)  未認識退職給付債務 (1,555), 減価償却費の遡及的修正319, 移行修正の税効果312 
10 エール･リキッド -7.3  (415)  未認識退職給付債務 (404), 有形固定資産有効年数の遡及的修正279, 移行修正の税効果165 
11 カップ・ジェミニ -7.1  (214)  未認識退職給付債務 (297), 繰延税金資産の現在価値化の消去106, 売上高の認識 (41)  
12 ラガルデール -5.9  (186)  無形固定資産の減損 (220), のれん償却費の消去79, 未認識退職給付債務 (19)  
13 LVMH -5.4  (500)  
少数株主持分買入コミットメント (1,545), 企業結合
の再計算・のれん計上1,306, 自己株式 (883)  
14 カルフール -4.1  (339)  ストック・オプションの評価 (454), 未認識退職給付債務 (320), のれん償却費の消去319 
15 ルノー -3.5  (580)  自己株式 (508), 開発費の資本化443, 金融商品公正価値評価288 
16 バンシイ -3.4  (129)  未認識退職給付債務 (123), 自己株式 (88), 借入費用の資本化58 (IAS23)  
17 シュネデール E -2.3  (176)  未認識退職給付債務 (365), のれん償却費の消去217, 開発費の資本化46 
18 ブイグ -2.1  (109)  未認識退職給付債務 (52), のれん償却費消去23, 企業譲渡に伴う連結離脱の追加的影響21 
平  均 -13.5%  (1,094)   
・( ) の数値はマイナスの金額 (減少額) を表す｡ 持分変動の主要要因は金額の大きいものを 3 つ挙げた｡ 
(各企業の年次報告書または AMF 提出書類により筆者作成) 
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これに対して, 持分の増加企業は12社 (全体





持分が 4 割ほど ( +41.4％) 増大する結果となっ
た｡ これに続き, アルストム +16.7％, サノフ
ィ・アバンティス +15.5％となった｡ 
 
 第 3 図表 持分増加企業と主要変動要因 (金額 : 百万€) 
増加企業12社 増加率 (%) 増加額 持分変動の主要要因 (百万€) 
1 アルカテル L +41.4 1,549 金融商品公正価値評価721, のれん償却費の消去388, 負債から資本への再分類645 
2 アルストム +16.7 210 のれん償却費の消去223, 無形資産に係る繰延税金負債の認識 (176), 開発費の資本化164 
3 S アバンティス +15.5 5,574 開発費の資産化5,060, 企業結合の再計算によるのれんの認識804, 自己株式 (638)  
4 ロレアル +11.9 1,261 S アバンティス株の市場価格評価3,531, 自己株式の処理 (1,324), 移行修正の税効果 (482)  
5 ビベンディ U +9.1 1,512 転換社債の処理922, 売却可能有価証券889, のれん償却費の消去532 
6 バロウレック +8.6 104 有形固定資産の再計算173, 未認識退職給付債務の認識 (27), 移行修正の税効果 (18), 
7 テクニップ +3.4 62 のれん償却費の消去117, 未認識退職給付債務の認識 
(27), 建設契約の前受金の再処理 (23)  
8 プジョーC +2.2 275 開発費2,577, 未認識退職給付債務の認識 (1,242), 移行修正の税効果 (480)  
9 PPR +2.0 154 詳細不明 
10 GDF スエズ +1.8 224 有形固定資産の処理1,029, 未認識退職給付債務の認識 (320), のれん償却費の消去269 
11 トタル +1.2 382 棚卸資産評価1,503, 自己株式 (1,327), 持分法の再処理673 
12 エシロール +0.4 5 詳細不明 
平  均 +8.9% 924  
・( ) の数値はマイナスの金額 (減少額) を表す｡ 持分変動の主要要因は金額の大きいものを 3 つ挙げた｡ 
(各企業の年次報告書または AMF 提出書類により筆者作成) 
 
② 持分 (純資産) 変動の主要要因 
(1) 持分減少の主要要因 
第 2 図表および第 3 図表は, 各企業における
持分変動の主要要因として, 金額の大きいもの






















(金額の単位 : 百万€) 
EDF (9,125), サン･ゴバン (1,555), ミシュラン 
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(1,426), プジョ ・ーシトロエン (1,242), ラファル
ジュ (766), エール・リキッド (404), シュネデー
ル (365), GDF スエズ (320), カップ・ジェミニ 
(297)(3), バンシイ  (123), ダノン  (58), ブイグ 
(52), カルフール (32)(4), バロウレック (27), テ






会計基準 (IAS) 第 32号 ｢金融商品 : 開示および







いる企業としては以下の 6 企業がある｡ すなわ
ち, 
・自己株式の処理の変更による持分の減少 (金
額の単位 : 百万€) 
トタル  (1,327)(5), ロレアル  (1,324), LVMH 




























IFRS では当該方法は禁止されている｡ IFRS 移
行に伴い, 過去の企業結合について, 持分プー
リング法の処理を再計算した場合には, 多額の
のれんが生ずる可能性がある｡ ただし, IFRS 第 
1 号 ｢国際財務報告基準の初年度適用｣ では, 
2004年 1 月 1 日前に行なわれた企業結合を遡及
的に再計算するか否かは企業の選択に委ねられ
ている｡ 








の単位 : 百万€) 
イ) のれん償却費の消去 (10企業) 
ビベンディ532, アルカテル・ルーセント388, 
カルフール319, GDFスエズ269, アルストム223, 
シュネデール217, テクニップ117, ラガルデー
ル79, ダノン75, ブイグ23 
ロ) 企業結合の再計算によるのれんの計上 
( 2 企業) 
ルイビトン・モエテネシー (LVMH) 1,306, サ
ノフィ･アバンティス804 
ハ) 開発費の資産化 ( 5 企業) 
サノフィ･アバンティス5,060, プジョー・シ



















である｡ これは IAS 第32号 ｢金融商品 : 開示お
よび表示｣ および第39号 ｢金融商品 : 認識およ
び測定｣ の適用によるものである｡ 金融商品に
関して, 仏基準と IFRS との最も大きな違いは
IFRS において ｢売却可能金融資産｣ に分類さ
れるものの取扱いである｡ 
当該資産は IFRS では基本的に公正価値評価
を行い, 評価差額を持分 (純資産) に直接計上
するのに対して, 仏基準では公正価値評価する
ものの, 会計記入するのは減価引当金に計上さ
れる評価損のみである｡ このため, IFRS への移
行に伴い, 当該資産の評価益が自己資本に計上
される可能性がある｡ 
なお, 仏基準には IFRS の ｢公正価値で評価
し評価額の変動を損益計上する金融資産・金融
負債｣ という分類は見られない｡ 仏基準では, 
当該資産は  ｢一時所有有価証券  (Valeurs 








下の 4 企業がある｡ すなわち, 
・金融資産の公正価値評価による持分の増加 
















がある｡ 具体的には, IFRS 移行に伴う耐用年数




なった企業には , ベオリア  (2,886), アコー 
(146)(8)があり, 増加要因となった企業には, GDF
スエズ1,029, サン・ゴバン319, エール・リキッ
ド279, バロウレック173(9)がある (単位 : 百万€)｡ 
次に, 資本連結との関連で, 無形資産におけ
る影響を分析してみたい｡ 









ある｡ 当該のれん総額は, IFRS ベースで再計算
すると, 152,438百万€ (平均5,081百万€) となっ





5 企業でのれんが減少した｡  8 割以上の企業で, 
のれん金額が増大したことがわかる｡ 
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36  フランス連結会計基準の国際的調和 (19) ―2005年の国際会計基準 / 国際財務報告基準 (IAS / IFRS) への移行の影響― 
 第 4 図表 のれんにおける IFRS移行の影響 (2004年度末連結ベース) (単位 : 百万€) 
企業グループ 仏基準 IFRS 再分類 IFRS 再計算 IFRS 増減額 IFRS 準拠 増減率 (%) 
1. ブイグ 192 4,293 55 4,348 4,540 +2,264.6 
2. ロレアル 817 2,670 27 2,697 3,514 +330.1 
3. PPR 1,932 1,606 1,859 3,465 5,397 +179.3 
4. カップ・ジェミニ 725 1,009 40 1,049 1,774 +144.7 
5. ダノン 1,817 47 1,983 2,030 3,847 +111.7 
6. ラガルデール 993 689 73 762 1,755 +76.7 
7. ラファルジュ 3,718 2,147 133 2,280 5,998 +61.3 
8. バンシイ 1,387 (649) 39 (610) 777 -44.0 
9. LVMH 3,222 (54) 880 826 4,048 +25.6 
10. ベオリア E 3,559 532 293 825 4,384 +23.2 
11. S アバンティス 23,475 0 4,863 4,863 28,338 +20.7 
12. ビベンディ U 15,555 (4,735) 2,334 (2,401) 13,154 -15.4 
13. エシロール INT 310 22 18 40 350 +12.9 
14. プジョーC 2,039 0 (221) (221) 1,818 -10.8 
15. ミシュラン 272 (7) 36 29 301 +10.7 
16. シュネデール E 4,077 0 385 385 4,462 +9.4 
17. ぺルノ・リカール 200 2 15 17 217 +8.5 
18. アルストム 3,194 0 223 223 3,417 +7.0 
19. F テレコム 25,806 272 1,511 1,783 27,589 +6.9 
20. EDF 5,024 0 347 347 5,371 +6.9 
21. バロウレック 44 1 2 3 47 +6.8 
22. カルフール 8,851 159 319 478 9,329 +5.4 
23. アルカテル L 3,586 (194) 382 188 3,774 +5.2 
24. アコー 1,758 (189) 98 (91) 1,667 -5.2 
25. テクニップ 2,286 0 109 109 2,395 +4.8 
26. ルノー 190 0 7 7 197 +3.7 
27. トタル 1,105 0 16 16 1,121 +1.4 
28. エール・リキッド 2,311 20 1 21 2,332 +0.9 
29. サン･ゴバン 5,170 44 (11) 33 5,203 +0.6 
30. GDF スエズ 5,352 0 (30) (30) 5,322 -0.6 
合  計 128,967 7,685 15,786 23,471 152,438 - 
平  均 4,299 256 526 782 5,081 +18.2% 
・のれんの金額は純額｡ ( ) の数値はマイナスの金額 (減少額) を表す｡ ブイグ, PPR, ラファルジュ, エシ
ロール, ぺルノ・リカールおよびフランス・テレコムの再分類・再計算の内訳数値は推計値｡ 
(各社の2004年度または2005年度の年次報告書または AMF 提出書類に基づき筆者作成) 
 
IFRSへの移行に伴って, のれん計上額が最も
変動した企業は,  +2,264.6％のブイグである｡ 
当該企業の場合, 仏基準計上額の22倍に達した｡ 
これに続き, ロレアル +330.1％, PPR +179.3％, 
カップ・ジェミニ +144.7％, ダノン +111.7％, ラ
ガルデール +76.7％, ラファルジュ +61.3％, バ
ンシィ  -44％ , ルイビトン・モエテネシー 
(LVMH)  +25.6％ , ベオリア・アンビロヌマン 
+23.2％, サノフィ･アバンティス +20.7％, ビベ
ンディ  -15.4％ , エシロール +12.9％ , プジョ




のれんの計上額の変動要因を, ｢再分類｣ と 











IFRS に従い再計算することである｡ 当該計算は, 
基本的に持分 (純資産) に対して影響を有する｡ 
 
 
 第 5 図表 のれん増加企業と変動要因 (金額 : 百万€) 
増加企業25社 増加率 (%) 増加額 のれん変動の要因 




2 ロレアル +330.1 2,697 営業権2,565と市場シェア105の再分類｡  
3 PPR +179.3 3,465 詳細不明 
4 C ジェミニ +144.7 1,049 のれん償却費消去40, 市場シェア等の再分類1,009 
5 ダノン +111.7 2,030 
少数株主持分の買入 (約束) に係るのれん計上2,002 
(IAS32), のれん償却費の消去92, 営業権の再分類47, 
その他 (111)  
6 ラガルデール +76.7 762 無形資産ののれんへの再分類690, その他の再分類 
(1), 償却費の消去79, 損損損失 (6)  
7 ラファルジュ +61.3 2,280 非償却の市場シェアの再分類, 償却費の消去133 
8 LVMH +25.6 826 
1987-2003年度の取得の再計算 (586), 少数株主持分
の買入に係るのれん1,468, 商標と流通権 (その他の
無形資産) の再分類 (54)  
9 ベオリア E +23.2 825 営業権・市場シェア532の再分類, のれん償却費・戻入額の消去248, 少数株主持分買入れに係るのれん45 
10 S アバンティス +20.7 4,863 アバンティスの取得に係るのれんの認識4,579, のれん償却費の消去284 
11 エシロール +12.9 40 詳細不明 
12 ミシュラン +10.7 29 償却費の消去36 
13 シュネデール +9.4 385 のれん償却費の消去209, 買収ブランドに係る繰延税金負債176 
14 ぺルノリカール +8.5 17 償却費の消去15, その他の無形資産からの再分類2 
15 アルストム +7.0 223 のれん償却費消去223 
16 F テレコム +6.9 1,783 その他の無形資産からの再分類272 
17 EDF +6.9 347 のれん償却費消去347 
18 バロウレック +6.8 3 償却費の消去2, 営業権の再分類1 
19 カルフール +5.4 478 償却費の消去319, その他の無形資産からの再分類
159 
20 アルカテル L +5.2 188 
2004年度持分プーリング法の修正, 償却費消去382, 
持分法適用会社に係るのれんの ｢持分法適用株式｣ 
への再分類 (IAS28)  
21 テクニップ +4.8 109 のれん償却費の消去108 
22 ルノー +3.7 7 のれん償却費の消去7 
23 トタル +1.4 16 のれん償却費の消去308 
24 A リキッド +0.9 21 
その他の無形資産からの再分類12, のれん償却費の
消去68, のれんに含まれる企業取得時のリストラ費
用の期間費用化 (67)  
25 サン･ゴバン +0.6 33 営業権の再分類44, 償却費の消去・換算修正 (ユーロから地域通貨での換算) (11)  
平  均 +26.1% 1,073  
・( ) の数値はマイナスの金額 (減少額) を表す｡ 
(各企業の年次報告書または AMF 提出書類により筆者作成) 
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38  フランス連結会計基準の国際的調和 (19) ―2005年の国際会計基準 / 国際財務報告基準 (IAS / IFRS) への移行の影響― 
 第 6 図表 のれん減少企業と変動要因 (金額 : 百万€) 
減少企業5社 減少率 (%) 減少額 のれん変動の要因 (百万€) 




2 ビヘンディ -15.4 (2,401) 
持分法適用株式に係るのれんの再分類 (4,737), その
他の再分類2, 少数株主持分の再取得914, 少数株主
持分買入 (約束) に係るのれん995, のれん償却費の
消去532 
3 プジョーC -10.8 (221) のれん償却費の消去と減損計上による正味減少額 
(221)  
4 アコー -5.2 (91) のれん償却費消去115, 市場シェアの再分類など 
5 GDF スエズ -0.6 (30) のれん償却費消去237 
平  均 -12.9% (671)  
・( ) の数値はマイナスの金額 (減少額) を表す｡ 
(各企業の年次報告書または AMF 提出書類により筆者作成) 
 






第 5 図表および第 6 図表は, のれんの増加企
業と減少企業に分けて, その変動の要因をまと
めたものである｡ のれん増加企業25社全体の平
均増加率は +26.1％であり, 減少企業 5 社全体の
平均減少率は -12.9％である｡ 
(3) のれんの再分類の内容 
第 5 図表および第 6 図表に示すとおり, ｢再分
類｣ の大部分はその他の無形資産からの再分類
である｡ 再分類の対象となったものとしては, 
主に法的保護のない  ｢市場シェア  (parts de 
marché)｣ および ｢営業権 (fonds commerciaux)｣ が
上げられる｡ 
ブイグ, ロレアル, カップ・ジェミニィ, ラフ
ァルジュ, バンシィ, ベオリアおよびアコー等
における ｢市場シェア｣, ブイグ, ロレアル, ダ
ノン, バンシィ, ベオリア, バロウレックおよ
びサン・ゴバン等における ｢営業権｣ がこれで
ある｡ 特に, ロレアルの営業権2,565百万€, カ
ップ・ジェミニの市場シェア1,009百万€は巨額
である｡ 













差額 (のれん) とされる｡ 仏基準におけるこの
基本的な処理は, 国際会計基準 / 国際財務報告















標・ブランド, 市場シェア, 営業権, 工業権, 顧
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される (par.27)｡ また, IFRS 第 3 号 ｢企業結合｣ 
(2004年) は, 企業結合における識別可能無形資





る会計規制委員会 (CRC) 規則第2005-10号が, 
1999年プラン・コンタブル･ジェネラル第221-3 
条 (無形資産の識別可能性) および第311-1条 (有
形固定資産, 無形固定資産または棚卸資産の認識の
要件) によることとした｡ これら規定は, 2004
年に CRC 規則第2004-06号により, IFRS におけ
る無形資産の識別可能性および認識の要件と同
等のものに改訂されていたことは既述のとおり





ある｡ IFRS への移行に伴い, 仏基準の下で計上
されていた ｢営業権｣ や ｢市場シェア｣ 等が
IAS 第38号 ｢無形資産｣ に定める無形資産の認
識要件を満たさない非識別可能資産とされたの














 第 7 図表 2005年度 IAS / IFRS移行前後ののれん処理の比較 
のれんの処理 2005年度 IFRS 移行前 2005年度 IFRS 移行後 
正の 
のれん 
規則的償却 (定額法償却)  ○ (償却期間は多様) × 
減損処理 ○ (臨時的) ○ (経常的) 









自己資本計上 ○ (例外的) × 
即時利益計上 × ○ 
 (筆者作成) 
 





を容認してきたが, IFRS 第 3 号はこれを禁止し
ている｡ 




分 (純資産) が増加した｡ また, アルカテル・ル
ーセント, ルイビトン・モエテネシー (LVMH), 
サノフィ･アバンティスは, 仏基準に基づき持
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の無形資産｣ に計上されている｡ さらに, 仏基
準の下で取得原価の配分時に考慮したリストラ
引当金は IFRS ではみとめられず, 消去対象と
なった｡ 
過去の企業結合の再計算については, IFRS 第 
1 号 ｢国際財務報告基準の初年度適用｣ (2003年) 
は当該再計算を実施するか否かを企業の選択に




フィ・アバンティス, PPR (1999年以降の企業結合) 
など当該再計算を実施した企業も見られ, 対応
は企業によりマチマチであった｡ 














仏企業では, のれん (取得差額) 以外の無形資
産を ｢その他の無形資産｣ として計上している｡ 
当該資産を構成する主なものには, 商標・ブラ
ンド, 営業権, 市場シェア, 顧客名簿, 特許権, 
開発費, ソフトウェア等がある(15)｡ 






97,803.2百万€ (平均3,260百万€) である｡ 当該
資産総額は , IFRS ベースで再計算すると , 
95,527.8百万€ (平均3,184百万€) となった｡ 従






し, 11企業で増加した｡ 変動なしの企業が 1 企






続き, トタル +155.9％, GDF スエズ +147.6％, 
ルイビトン・モエテネシー +104.3％となってお
り, 100％以上増加した企業が 4 企業に上った｡ 
さらに, 20企業において当該資産が10％以上変




んと同様, ｢再分類｣ と ｢再計算｣ の 2 つの点









経営志林 第47巻 1 号 2010年 4 月  41 
第 8 図表 その他の無形資産 (商標・ブランド・開発費等) における IFRS移行の影響 (2004年度末連結ベース) 
(単位 : 百万€) 
企業グループ 仏基準 IFRS 再分類 IFRS 再計算 増減額 IFRS 準拠 増減率 
1. プジョーC 224 0 3,119 3,119 3,343 +1,392.4 
2. トタル 803 1,574 (322) 1,252 2,055 +155.9 
3. GDF スエズ 1,354 (2) 2,001 1,999 3,353 +147.6 
4. LVMH 3,837 59 3,942 4,001 7,838 +104.3 
5. ラファルジュ 2,760 (2,147) (305) (2,452) 308 -88.8 
6. カップ・ジェミニ 1,159 (1,009) 39 (970) 189 -83.7 
7. ブイグ 5,634 (4,293) (321) (4,614) 1,020 -82.0 
8. アルカテル L 397 0 308 308 705 +77.6 
9. ロレアル 3,740 (2,673) (2) (2,675) 1,065 -71.5 
10. バンシイ 173 (73) (18) (91) 82 -52.6 
11. ベオリア E 1,859 (532) (268) (800) 1,059 -43.0 
12. ビベンディ U 7,640 (3,079) 47 (3,032) 4,608 -39.7 
13. ルノー 1,779 0 681 681 2,460 +38.3 
14. アルストム 909 12 301 313 1,222 +34.4 
15. ラガルデール 2,260 6 (738) (732) 1,528 -32.4 
16. カルフール 1,046 (306) (10) (316) 730 -30.2 
17. エシロール INT 110 (22) 0 (22) 88 -20.0 
18. PPR 8,224 (1,606) 0 (1,606) 6,618 -19.5 
19. S アバンティス 29,600 0 3,629 3,629 33,229 +12.3 
20. エール・リキッド 471 (12) (39) (51) 420 -10.8 
21. アコー 364 57 (21) 36 400 +9.9 
22. EDF 1,181 0 107 107 1,288 +9.1 
23. シュネデール E 847 0 48 48 895 +5.7 
24. サン･ゴバン 1,883 (79) 0 (79) 1,804 -4.2 
25. ダノン 1,400 (47) 0 (47) 1,353 -3.4 
26. F テレコム 15,904 (272) 0 (272) 15,632 -1.7 
27. ミシュラン 155 0 (1) (1) 154 -0.6 
28. テクニップ 78.2 0 (0.4) (0.4) 77.8 -0.5 
29. ぺルノ・リカール 2,001 (2) (6) (8) 1,993 -0.4 
30. バロウレック 11 (1) 1 0 11 0.0 
合  計 97,803.2 (14,447) 12,171.6 (2,275.4) 95,527.8 - 




第 9 図表および第10図表は, ｢その他の無形
資産｣ の減少企業と増加企業に分けて, その変
動の要因をまとめたものである｡ 減少企業18社





第 9 図表および第10図表に示すとおり, ｢再
分類｣ の大部分はのれんへの再分類である｡ 再
分類の対象となったものとしては, 既述のとお




その他の無形資産における  ｢再計算｣  は , 
イ) 企業結合に伴う無形資産の取得, ロ) 内部
創出無形資産の計上およびハ) 営業権・繰延資
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 第 9 図表 その他の無形資産の減少企業と変動要因 (金額 : 百万€)  
減少企業18社 減少率 (%) 減少額 計上額変動の主要要因 
1 ラファルジュ -88.8 (2,452) 市場シェア (非償却無形資産) ののれんへの再分類 
2 カップ・ジェミニ -83.7 (970) 市場シェアののれんへの再分類 (1,009), 購入ソフトウェアおよび内部創出無形資産計上39 
3 ブイグ -82.0 (4,614) 市場シェア等ののれんへの再分類 (4,293)  
4 ロレアル -71.5 (2,675) 営業権 (2,565) と市場シェア (105) ののれんへの再分類 
5 バンシイ -52.6 (91) 
市場シェア (63) および営業権 (10) ののれんへの再
分類｡ 営業権の消去 (28), 採石場開発納付金の認識
10 
6 ベオリア E -43.0 (800) 営業権･市場シェアののれんへの再分類 (532), 賃借契約のリース計上 (72), 繰延資産の消去 (118) など 
7 ビベンディ U -39.7 (3,032) 少数株主持分の再取得  (914), 無形資産の消去 
(2,225)  
8 ラガルデール -32.4 (732) 
一定資産ののれんへの再分類 (690), 受注映像作品の
制作費の棚卸資産への再分類 (1), 映像権の消去・費
用化 (47)  
9 カルフール -30.2 (316) のれんへの再分類 (159)  
10 エシロール INT -20.0 (22) 詳細不明 
11 PPR -19.5 (1,606) 詳細不明 
12 エール・リキッド -10.8 (51) のれんへの再分類  (12), 内部創出無形資産の計上
103, 繰延資産 (創立費) の消去 (142)  
13 サン･ゴバン -4.2 (79) 
営業権ののれんへの再分類 (44), 中国・インドでの土
地使用権のその他の債権への再分類・創立費等の消
去 (35)  
14 ダノン -3.4 (47) 営業権ののれんへの再分類 (47)  
15 F テレコム -1.7 (272) 詳細不明 
16 ミシュラン -0.6 (1) IAS38の要件を充足しない無形資産はない 
17 テクニップ -0.5 (0.4) 詳細不明 
18 ぺルノ・リカール -0.4 (8) のれんへの再分類 (2)  
平 均 -31.5% (987)  
・( ) の数値はマイナスの金額 (減少額) を表す｡ 持分変動の主要要因は金額の大きいものを 3 つ挙げた｡ 




経営志林 第47巻 1 号 2010年 4 月  43 
 第10図表 その他の無形資産の増加企業と変動要因 (金額 : 百万€) 
増加企業12社 増加率 (%) 増加額 計上額変動の主要要因 
1 プジョーC +1,392.4 3,119 自動車関係の開発費の資本化 
2 トタル +155.9 1,252 鉱業権の有形固定資産からの再分類1,574 (IFRS6)  
3 GDF スエズ +147.6 1,999 使用権契約による計上 




5 アルカテル L +77.6 308 開発費の資本化308 
6 ルノー +38.3 681 開発費の資本化681 
7 アルストム +34.4 313 開発費の資本化301 
8 S アバンティス +12.3 3,629 
開発費の資本化52, 企業結合に伴う研究開発費の資
本化4,748, 研究開発費の一部の償却 (85), 商業化製
品に係る権利の見積価額の修正 (1,086)  
9 アコー +9.9 36 
創立費・新株発行費・開業費の消去 (17), 減損損失 
(4) (構成要素法の適用), 市場シェアののれんへの再
分類 
10 EDF +9.1 107 詳細不明 
11 シュネデール E +5.7 48 詳細不明 
12 バロウレック 0.0 0 のれんへの営業権の再分類 (1)  
平 均 +37.5% 1,291  
・( ) の数値はマイナスの金額 (減少額) を表す｡ 持分変動の主要要因は金額の大きいものを 3 つ挙げた｡ 
(各企業の年次報告書または AMF 提出書類により筆者作成) 
 





















また, 創立費, 開業費等の繰延資産は, 仏基
準の下では, その他の無形資産に含めて計上さ
れていた｡ これら繰延資産は, IAS 第38号の計
上要件を充足しないものとして, IFRS 移行に伴
い消去された｡ 金額的には小さいながら, ベオ







仏主要30企業全体で見ると, 国際会計基準 / 











44  フランス連結会計基準の国際的調和 (19) ―2005年の国際会計基準 / 国際財務報告基準 (IAS / IFRS) への移行の影響― 
 第11図表 2004年度末仏基準ベースの持分・無形資産に対する IFRS移行の影響 (金額 : 百万€) 
B/S 項目 仏基準ベース残高 IFRS ベース残高 IFRS 変動額 変動率 
持分 (純資産)  283,485 275,112 -8,373 -2.95% 
のれん 128,967 152,438 +23,471 +23.4% 
その他の無形資産 97,803 95,528 -2,275 -2.3% 
無形資産合計 226,770 247,966 +21,196 +9.3% 
・数値はすべて CAC40企業のうち, 金融・保険および外国企業を除いた30企業の数値を集計したもの｡ の
れんおよびその他の無形資産は純額｡ ｢無形資産合計｣ はのれんおよびその他の無形資産の合計額｡ 変



















企業｣ と ｢国内基準型企業｣ の二つのグループ








型企業｣ と呼び, 国内基準に基づく ｢国内基準
型企業｣ と区別した(16)｡ 
第12図表は, 前出30企業を ｢国際的基準対応




国際的基準対応型企業 (16社) 国内基準型企業 (14社) 
1970年代～ 
・米国基準対応; S アバンティス, サン・ゴバン (後
に IAS / IFRS), トタル (後に IAS→米国基準), エー
ル・リキッド, ダノン, カルフール 
1980年代～ 
・米国基準対応; プジョーC 
・国際会計基準 (IAS) 対応; LVMH 
・国際的実務対応; アコー, ルノー (後に IAS) 
1990年代～ 
・国際会計基準 (IAS) 対応; ラファルジュ, エシロー
ル, カップ･ジェミニ, テクニップ, GDF スエズ 
・国際的実務対応; ラガルデール 
EDF, アルカテル L, ミシュラン, ぺルノ･リカール, 
アルストム, ロレアル, ベオリア E, F テレコム,  
ビベンディ U, バロウレック, バンシイ,  
ジュネデール E, ブイグ, PPR 
・S アバンティスは旧ローヌ･プーランク, ダノンは旧 B.S.N. GDF スエズは旧スエズ｡ 
(Ordre des Experts Comptables et Comptables Agréés (OECCA), Les Rapports annuel des Sociétés franҫaises の
1978年版および1981年版, L’Association Technique d’Harmonisation (ATH), L’Information Financière en 1986, 
CLET, 1989, および Price Waterhouse, Communicaton et Information Financière, Les Echos, 1997を参考にして
筆者作成) 
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前出30企業のうち, 16企業は ｢国際的基準対







せず, ｢国際的実務｣ と表現する企業も見られた｡ 
また, 対応する国際的基準を変更してきた企

























損失は, 外貨換算引当金 (B/S 上の引当金勘定に












はいえ , 米国基準または国際会計基準  (IAS / 
IFRS) 完全準拠の連結財務諸表に近いものと考
えられる｡ 



































46  フランス連結会計基準の国際的調和 (19) ―2005年の国際会計基準 / 国際財務報告基準 (IAS / IFRS) への移行の影響― 
第13図表 持分 (純資産) および無形資産における影響の比較 















































































































































































企業 +33.9％, 減少企業 -5.5％であったのに対
して, 国内基準型企業は全体が +204.2％, 増加
























+99.2％, 増加企業 +265.8％, 減少企業 -30.5％
であったのに対して, 国内基準型企業は全体が 































+25.8％, 増加企業 +35.0％, 減少企業 -1.8％で
あったのに対して, 国内基準型企業では全体が 



































(LVMH), カルフール, テクニップ, プジョ ・ーシ
トロエン, GDF スエズおよびトタルの各企業グ
ループがこれである｡ 








ると, また, 前出のLVMH, テクニップ, GDFス
エズが国際会計基準 (IAS) 対応企業であったと
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(1) スエズ (Suez) は1997年に水道会社リヨネデゾ
ー (Lyonnaise des Eaux) と合併してスエズ･リヨ
ネデゾーとなり, 2001年にはスエズと社名を変更
した後, 2003年に水・環境関連業を分割して別会
社スエズ・アンビロヌマン (Suez Environnement) 
とした｡ 2007年に, スエズはフランスガス (EDF) 
と合併してスエズEDFとなり, 他方ではグループ
の水・環境関連事業を集約したスエズ E は2008年
に上場した｡ 従って, 2005年度の IFRS 移行当時, 
同社は非上場会社であった｡ 

















が, IFRS への移行 (IFRS2) に伴い, 費用処理した
ものである｡ 
(5) トタルの棚卸資産は取替原価に代えて, IAS2 に














券  (一時所有有価証券 ) に計上されていたが , 
IFRS への移行 (IAS32) に伴い持分の減少として
処理された｡ 
(8) アコーの場合に見られる, 段階的引上げリース
料条項の修正 (284) については, フランスではリ
ース料を段階的に引き上げる条項が付いている
契約が多く見られ, これに基づいて処理をしたも
のを IFRS では, 定額法で再計算したものである｡ 


































経営志林 第47巻 1 号 2010年 4 月  49 
された固定資産については支配が推定されると
きの公正価値に遡及的に適用される｡ 
(10) 拙稿  ｢フランス連結会計基準の国際的調和 
(18)｣ 法政大学経営学会 『経営志林』 第46巻第 2 
号 (2009年 1 月) 39-44頁参照｡ 
(11) 拙稿  ｢フランス連結会計基準の国際的調和 
(17)｣ 法政大学経営学会 『経営志林』 第45巻第 4 
号 (2009年 7 月) 25-26頁参照｡ 
(12) 前出拙稿 ｢フランス連結会計基準の国際的調
和 (18)｣ 43-44頁参照｡ 
(13) 各企業ののれんの償却期間は次のとおりであ
る｡ すなわち, ラガルデール (最大20年), テクニ
ップ (20年), バロウレック ( 5 年～20年), アコー 
(ホテル40年, その他10年～20年), アコー (最大40




除した金額であり, 市場価値 (valeur vénale) と表











  キャッシュ・フローは今後 5 年度までの事業プ




値化の対象となった｡  例えば, Pôle Biscuits en 






€, 増加額 9 百万€｡ LVMH の商標・ブランドの金






の構成は創立費, 研究開発費, 営業権 (非償却・法
的保護なし), 賃借権, 許認可権, 特許権などから
構成｡ Cジェミニィ; 189の内訳; ソフトウェア57, 
内部創出無形資産11, その他121｡ EDF; その他の
無形資産は主として開発費, 排出権などから構成｡ 
ぺルノ・リカール; 1,993の内訳はブランド1,941, 
その他の無形資産 (販売権等) 54からなる｡, 同社
はブランドに係る繰延税金負債の計上 (仏基準で




ア, パテント, 商標から構成｡ 開発費は最大 7 年
～10年で償却｡ 内部製作ソフトウェアは 4 年～12
年 , パテントと商標は最大20年で定額法償却｡ 
PPR; 6618の内訳はブランド6,230, その他の無形
資産388｡ その他の無形資産は情報ソフトウェア 
(最大 1 年で償却), 内部創出ソフトウェア (IAS38







は IAS38の要件を充足していた｡ 仏基準の下で 
｢その他の前受・前払費用｣ に計上された繰延資産
は消去した (12百万€)｡ 同社は内部創出無形資産 
(開発費) を計上し (46百万€), 平均 5 年で償却｡ 













和 (17)｣ 25頁参照｡ 






順位 (1, 2, 3, 6, 8, 10, 11, 12, 13, 14, 15, 16, 20, 23, 
24, 25), 国内基準型企業14社の順位 (4, 5, 7, 9, 17, 
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50  フランス連結会計基準の国際的調和 (19) ―2005年の国際会計基準 / 国際財務報告基準 (IAS / IFRS) への移行の影響― 
18, 19, 21, 22, 26, 27, 28, 29, 30) から, nS = 国内基
準型の企業数 = 14, nL = 国際的基準対応型の企業数 
= 16, N = nS  +nL, WS = 国内基準型企業の順位和 = 262, 




から抽出されていない｡｣, WS の95％信頼区間 
169.9≦WS≦264.1で, WS = 262は 5 ％有意水準の棄
却域に入らないので, 帰無仮説を棄却できない｡ 
  また, Levene 検定により両企業群の分散は等し
くないこと, また, 等分散でないケースについて
Welch の t 検定からは, 両企業群の平均値に差が
ないという結果になった｡ 
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